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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ダイバーシティオペレーション中に無線受信機オペレーションを適応調整するための方
法であって、
　(i)チャネル品質及び／又は(ii)リソース割り当てのうちの少なくとも１つ以上に基づ
いて静的オペレーション又は動的ダイバーシティオペレーションを選択する処理であって
、前記チャネル品質が受信閾値レベルを上回り且つ前記リソース割り当てが利用閾値を上
回るとき前記動的ダイバーシティオペレーションが選択される当該処理とを含み、
　前記動的ダイバーシティオペレーションが選択されるとき、
　　１つ以上のダイバーシティ構成の受信パフォーマンス、及び前記１つ以上のダイバー
シティ構成に対応する１つ以上の電力消費を推定する処理であって、チャネル品質及びリ
ソース割り当ての評価を含む当該処理と、
　　前記ダイバーシティ構成間で、前記１つ以上の受信パフォーマンス及び前記１つ以上
の電力消費のそれぞれを比較する処理と、
　　少なくとも前記比較に基づいて前記１以上のダイバーシティ構成の中から一つを選択
する処理と、
　が実行される、方法。
【請求項２】
　前記チャネル品質は、(i)チャネル品質表示（ＣＱＩ）、(ii)信号対雑音比（ＳＮＲ）
及び(iii)受信信号強度表示（ＲＳＳＩ）のうちの少なくとも１つから成る、請求項１に
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記載の方法。
【請求項３】
　前記静的オペレーションは、前記チャネル品質が受信閾値レベルを上回り、前記リソー
ス割り当てが利用閾値レベル未満であるときに選択され、
　前記静的オペレーションは、単一アンテナ方式を含む、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記動的ダイバーシティオペレーションは、前記チャネル品質が受信閾値レベルを上回
り、前記リソース割り当てが利用閾値レベルを上回るときに選択される、請求項１に記載
の方法。
【請求項５】
　最大ダイバーシティ方式は、前記チャネル品質が受信閾値レベルを下回り、前記リソー
ス割り当てが利用閾値レベルを上回るときに選択される、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記受信パフォーマンスを推定する処理は、非ダイバーシティオペレーション及び前記
１つ以上のダイバーシティ構成の１つ以上の受信パフォーマンスメトリックを計算するこ
とを更に含む、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記１つ以上の電力消費は、前記対応する１つ以上のダイバーシティ構成のオペレーシ
ョン中に直接に測定され、その後、記憶される、請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　前記受信パフォーマンスは、(i)ビット誤り率（ＢＥＲ）、(ii)ブロック誤り率（ＢＬ
ＥＲ）、及び(iii)パケット誤り率（ＰＥＲ）のうちの１つ以上を使用して推定される、
請求項１に記載の方法。
【請求項９】
　前記受信パフォーマンスは、(i)共分散行列、(ii)レイク処理、及び、(iii)ダイバーシ
ティ重み付け率のうちの少なくとも１つから選択された１つ以上の中間計算に基づいて推
定される、請求項１に記載の方法。
【請求項１０】
　動的受信器ダイバーシティオペレーションを実行するように構成されたモバイル装置で
あって、　単一アンテナ受信及びダイバーシティアンテナ受信の両方をサポートするよう
に構成される無線受信機と、
　前記無線受信機と信号通信しているプロセッサと、
　前記プロセッサ及び前記無線受信機と信号通信しているコンピュータ化された論理回路
と、を備え、
　前記論理回路は、
　少なくとも、(i)チャネル品質及び／又は(ii)リソース割り当てに基づき静的オペレー
ション又は動的ダイバーシティオペレーションが必要とされる時を判定し、前記リソース
割り当てが利用閾値レベルを上回るとき前記動的ダイバーシティオペレーションが選択さ
れ、
　前記動的ダイバーシティオペレーションが必要とされる時、
　　１つ以上のダイバーシティ構成の受信パフォーマンス、及び前記１つ以上のダイバー
シティ構成の各々に対応する１つ以上の電力消費を判定し、当該判定はチャネル品質及び
リソース割り当ての評価を含み、
　　少なくとも前記上記の判定に基づいて前記１つ以上のダイバーシティ構成の一つを選
択する、
　ように構成されている、モバイル装置。
【請求項１１】
　前記１つ以上の所定の条件は、少なくともチャネル品質表示（ＣＱＩ）及びＮｏｄｅＢ
スケジューリング比率を含む、請求項１０に記載のモバイル装置。
【請求項１２】
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　静的オペレーション又は動的ダイバーシティオペレーション必要性の前記判定は、(i)
周期的に実行されたか、又は、(ii)イベントによりトリガされたリンク評価を含む、請求
項１０に記載のモバイル装置。
【請求項１３】
　前記ダイバーシティ構成の前記選択は、更に、前記１つ以上のダイバーシティ構成に関
連した１つ以上の電力消費間の比較に基づく、請求項１０に記載のモバイル装置。
【請求項１４】
　動的受信器ダイバーシティオペレーションを実行するように構成されたモバイル機器で
あって、
　(i)チャネル品質及び／又は(ii)リソース割り当てのうちの少なくとも１つ以上に基づ
いて静的オペレーション又は動的ダイバーシティオペレーションを選択する手段であって
、前記チャネル品質が受信閾値レベルを上回り且つ前記リソース割り当てが利用閾値を上
回るとき前記動的ダイバーシティオペレーションが選択される当該手段とを含み、
　前記動的ダイバーシティオペレーションが選択されるとき、
　　１つ以上のダイバーシティ構成の受信パフォーマンス、及び前記１つ以上のダイバー
シティ構成の各々に対応する１つ以上の対応する電力消費を推定する手段であって、チャ
ネル品質及びリソース割り当ての評価を含む当該推定する手段と、
　前記ダイバーシティ構成間で、前記１つ以上の受信パフォーマンス及び前記１つ以上の
電力消費のそれぞれを比較する手段と、
　少なくとも前記比較に基づいて前記１以上のダイバーシティ構成の一つを選択する手段
と、
　を備える、モバイル機器。
【請求項１５】
　前記チャネル品質は、(i)チャネル品質表示（ＣＱＩ）、(ii)信号対雑音比（ＳＮＲ）
及び／又は(iii)受信信号強度表示（ＲＳＳＩ）のうちの少なくともの１つを含む、請求
項１４に記載のモバイル機器。
【請求項１６】
　前記受信パフォーマンスを推定する手段は、非ダイバーシティオペレーション及び前記
１つ以上のダイバーシティ構成の１つ以上の受信パフォーマンスメトリックを計算するこ
とを更に含む、請求項１４に記載のモバイル機器。
【請求項１７】
　前記受信パフォーマンスは、(i)ビット誤り率（ＢＥＲ）、(ii)ブロック誤り率（ＢＬ
ＥＲ）、及び／又は(iii)パケット誤り率（ＰＥＲ）のうちの１つの以上を使用して推定
される、請求項１４に記載のモバイル機器。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
（優先権）
　本出願は、２０１２年２月１３日に出願された「ＭＥＴＨＯＤ　ＡＮＤ　ＡＰＰＡＲＡ
ＴＵＳ　ＦＯＲ　ＩＮＴＥＬＬＩＧＥＮＴ　ＲＥＣＥＩＶＥＲ　ＯＰＥＲＡＴＩＯＮ」と
題する米国特許仮出願人第６１／５９８，２６３号、及び、２０１２年９月２５日に出願
された「ＭＥＴＨＯＤ　ＡＮＤ　ＡＰＰＡＲＡＴＵＳ　ＦＯＲ　ＩＮＴＥＬＬＩＧＥＮＴ
　ＲＥＣＥＩＶＥＲ　ＯＰＥＲＡＴＩＯＮ」と題する米国特許仮出願第６１／７０５，５
６２号の優先権を主張する、２０１３年２月１３日に本出願と同時に出願された「ＭＥＴ
ＨＯＤ　ＡＮＤ　ＡＰＰＡＲＡＴＵＳ　ＦＯＲ　ＩＮＴＥＬＬＩＧＥＮＴ　ＲＥＣＥＩＶ
ＥＲ　ＯＰＥＲＡＴＩＯＮ」と題する米国特許出願第１３／７６６，０５５号の優先権を
主張するものであり、上記の特許のそれぞれは、参照により全体が本明細書に組み込まれ
る。
【０００２】
　１．（技術分野）
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　本開示は、全般的に、無線通信及びデータネットワークの分野に関する。より具体的に
は、例示的な実施形態では、例えば、ダイバーシティ性能に基づいて受信器ダイバーシテ
ィ動作をインテリジェントに調整する方法及び装置を開示する。
【０００３】
　２．関連技術の説明
　電気通信において、いわゆる「ダイバーシティ」技法では、異なる特徴を有する２つ以
上の通信チャネルを使用して信号を送信及び／又は受信する。個々のチャネルでは、異な
るレベルのフェージング及び干渉が発生し、したがって、通信チャネルが十分なダイバー
シティを有するとき、顕著な雑音又は他の干渉が存在する場合でも送信信号を回復するこ
とができる。
【０００４】
　残念ながら、それぞれの通信チャネルを受信するために、送受信機は、顕著により多く
のエネルギーを費やさなければならない。例えば、２アンテナダイバーシティ受信器を検
討してみよう。両方のアンテナ、ＲＦ（高周波）チェーン及びベースバンドチェーンを、
ダイバーシティ動作をサポートするためにオンにしなければならない。２つの受信チェー
ンへの電源供給は、単一の受信チェーンよりも顕著に多くの電力を消費する。
【０００５】
　全体的な電力消費が、モバイル機器消費者についてユーザエクスペリエンスに顕著に影
響を与え兼ねない。消費する電力が少ないデバイスほど長く動作することができ、したが
って、いわゆる「バッテリ寿命」、「待機時間」、及び「トーク時間」などメトリックが
、消費者が新しい基材購入時に検討する極めて重要な要素である。
【０００６】
　したがって、電力管理、及び、ダイバーシティ動作を使用した電力消費低減のための改
良形装置及び方法が、特にセルラーインターフェースを有するハイパフォーマンス無線モ
バイル機器のコンテキストにおいて必要とされている。
【０００７】
（発明の概要）
　本開示は、とりわけ、ダイバーシティ動作中に受信器動作を適応調整する改良形装置及
び方法を提供する。
【０００８】
　ダイバーシティ動作中に無線受信機動作を適応調整するための方法を開示する。例示的
な一実施形態では、この方法は、静的動作又は動的ダイバーシティ動作が１つ以上の所定
の条件に基づいて必要であるかどうか判定することと、１つ以上のダイバーシティ構成の
パフォーマンス及び１つ以上の対応する電力消費を推定することと、１つ以上のパフォー
マンス及び対応する１つ以上の電力消費を比較することと、比較に基づいてダイバーシテ
ィ構成を選択することと、を含む。
【０００９】
　第２の実施形態では、この方法は、静的動作又は動的ダイバーシティ動作が１つ以上の
所定の条件に基づいて必要であるかどうか判定することと、１つ以上のダイバーシティ構
成のパフォーマンス及び１つ以上の対応する電力消費を推定することと、１つ以上のダイ
バーシティ構成のパフォーマンス及び対応する１つ以上の電力消費を判定することと、少
なくとも前出の判定に基づいてダイバーシティ構成を選択することと、を含む。
【００１０】
　電力管理能力を有するモバイル機器も開示する。一実施形態では、電力管理能力をダイ
バーシティモード管理の選択的な使用を介して達成する。
【００１１】
　無線システムを更に開示する。一実施形態では、システムは、少なくとも１つの基地局
と、少なくとも１つの無線モバイル機器とを含む。モバイル機器は、「インテリジェント
」ダイバーシティ動作を介して電力管理を実行するように構成される。
【００１２】
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　コンピュータ可読装置を更に開示する。一実施形態では、装置は、コンピュータプログ
ラムが配置された記憶媒体を含み、プログラムは、実行されたとき、モバイル機器上で高
度な電力消費挙動のためのダイバーシティモード管理を実行するように構成される。
【００１３】
　ダイバーシティ動作中に無線受信機動作を適応調整するための方法も開示する。例示的
な一実施形態では、この方法は、（ｉ）チャネル品質及び（ｉｉ）リソース割り当てのう
ちの少なくとも１つ以上に基づいて静的動作又は動的ダイバーシティ動作を選択し、動的
ダイバーシティ動作が選択されたとき、１つ以上のダイバーシティ構成のパフォーマンス
及び１つ以上の対応する電力消費を推定することと、１つ以上のパフォーマンス及び対応
する１つ以上の電力消費を比較することと、比較に基づいてダイバーシティ構成を選択す
ることと、を含む。
【００１４】
　一変形例では、チャネル品質は、（ｉ）チャネル品質表示（ＣＱＩ）、（ｉｉ）信号対
雑音比（ＳＮＲ）及び（ｉｉｉ）受信信号強度表示（ＲＳＳＩ）のうちの少なくとも１つ
から成る。そのような一変形例では、単一アンテナ方式は、チャネル品質が受信閾値レベ
ルを下回り、リソース割り当てが利用閾値レベルを下回るときに選択される。第２のその
ような変形例では、動的ダイバーシティ動作は、チャネル品質が受信閾値レベルを上回り
、リソース割り当てが利用閾値レベルを上回るときに選択される。第３のそのような変形
例では、最大ダイバーシティ方式は、チャネル品質が受信閾値レベルを下回り、リソース
割り当てが利用閾値レベルを上回るときに選択される。
【００１５】
　他の変形例では、推定することは、非ダイバーシティ動作及び１つ以上のダイバーシテ
ィ構成のパフォーマンスを計算することを更に含む。
【００１６】
　更に別の変形例では、１つ以上の電力消費を直接に動作中測定し、その後、記憶する。
【００１７】
　更に他の実行例では、パフォーマンスを、（ｉ）ビット誤り率（ＢＥＲ）、（ｉｉ）ブ
ロック誤り率（ＢＬＥＲ）、及び（ｉｉｉ）パケット誤り率（ＰＥＲ）のうちの１つ以上
を使用して測定する。
【００１８】
　代替実行例では、パフォーマンスを、（ｉ）共分散行列、（ｉｉ）レイク処理、及び（
ｉｉｉ）ダイバーシティ重み付け率のうちの少なくとも１つから選択された１つ以上の中
間計算に基づいて推定する。
【００１９】
　動的受信器ダイバーシティ動作を実行するように構成されたモバイル装置を更に開示す
る。一実施形態では、装置は、単一アンテナ受信及びダイバーシティアンテナ受信の両方
をサポートするように構成された無線受信機と、無線受信機と信号通信しているプロセッ
サと、１つ以上の所定の状態に基づいて、いつ静的動作又は動的ダイバーシティ動作が必
要であるかを判定し、動的ダイバーシティ動作が必要であるとき、１つ以上のダイバーシ
ティ構成属性のパフォーマンス及び１つ以上の対応する電力消費属性を判定し、かつ、少
なくとも前出の判定に基づいてダイバーシティ構成を選択するように構成された論理回路
とを含む。
【００２０】
　一変形例では、１つ以上の所定の条件は、少なくともチャネル品質表示（ＣＱＩ）及び
ＮｏｄｅＢスケジューリング比率を含む。
【００２１】
　第２の変形例では、静的動作又は動的ダイバーシティ動作の判定は、周期的に実行され
たリンク評価を含む。
【００２２】
　第３の変形例では、静的動作又は動的ダイバーシティ動作の判定は、イベントによりト
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リガされたリンク評価を含む。
【００２３】
　第４の変形例では、ダイバーシティ構成の選択は、更に、１つ以上のダイバーシティ構
成に関連した１つ以上の電力消費間の比較に少なくともある程度基づく。
【００２４】
　無線ネットワーク内のターゲット装置との接続を確立するように構成されるモバイル機
器も開示する。例示的な一実施形態では、この機器は、（ｉ）チャネル品質表示（ＣＱＩ
）値及び／又は（ｉｉ）予定されたリソース値のうちの１つ以上に基づいて静的単一アン
テナ状態と動的状態との間で遷移し、（ｉ）アンテナ利得値及び／又は（ｉｉ）動的単一
アンテナ状態に関連したＣＱＩ値のうちの１つ以上に基づいて、動的単一アンテナ状態と
動的二重アンテナ状態との間で遷移するように構成された無線送受信器と、プロセッサと
、プロセッサにより実行されたとき、プロセッサに、所定の時間量が経過したときに動的
単一アンテナ状態と動的二重アンテナ状態との間での遷移の必要性を再評価させ、動的単
一アンテナ状態と動的二重アンテナ状態との間のパフォーマンスの差を推定させる複数の
命令を含む永続的コンピュータ可読記憶装置と、を含む。
【００２５】
　ロングタームエボリューション（ＬＴＥ）セルラー無線通信ネットワーク内の基地局を
動作させる方法を更に開示する。例示的な一実施形態では、この方法は、関連の複数のア
ンテナのダイバーシティ動作に関連した電力消費を低減するようにＬＴＥネットワーク内
の動作可能な１つ以上のモバイル機器を構成することを含み、構成することは、１つ以上
のモバイル機器に、ダイバーシティ状態と非ダイバーシティ状態との間で切り替えさせ、
ダイバーシティ状態に入ることを条件として、複数のアンテナの間の既知の空間相関に基
づいてパフォーマンス利得を計算させ、パフォーマンス利得を所定の閾値と比較させ、パ
フォーマンス利得が所定の閾値を超えたときに、二重アンテナモードに入らせ、かつ、パ
フォーマンス利得が所定の閾値を超えないとき、単一アンテナモードに入らせる。
【００２６】
　１つの変形では、空間相関がわからないとき、パフォーマンス利得は、（ｉ）二重アン
テナモードの計算されたＣＱＩ値と、（ｉｉ）単一アンテナモードの以前に記憶された有
効なＣＱＩ値の間で差を計算することに基づく。
【００２７】
　第２の変形例では、空間相関がわからないとき、パフォーマンス利得は、イコライザー
タップエネルギーの比率に基づく。
【００２８】
　第３の変形例では、空間相関がわからないとき、パフォーマンス利得は、単一分岐部の
ＣＱＩを計算することに基づく。
【００２９】
　第４の変形例では、所定の閾値は、複数のタップ基準を含む。
【００３０】
　本開示の他の特徴及び有利性は、添付図面、及び以下に記載されるような例示的実施形
態の詳細な説明を参照することで、当業者によって即座に認識されるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１Ａ】ダイバーシティ動作中に受信器動作を適応調整するための一般的な方法の一実
施形態を示す論理的流れ図である。
【図１Ｂ】ダイバーシティ動作中に受信器動作を適応調整するための一般的な方法の第２
の実施形態を示す論理的流れ図である。
【図２】様々な開示する実施形態とともに有用な１つの例示的なロングタームエボリュー
ション（ＬＴＥ）セルラーネットワークを例示する論理ブロック図である。
【図３】マルチアンテナダイバーシティステートマシンの１つの例示的な構成を表す論理
的状態図である。
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【図３Ａ】１つの例示的なタイマーを基本とする高速ダウンリンクパケットアクセス（Ｈ
ＳＤＰＡ）トラフィック検出方式を表す論理的状態図である。
【図４】アンテナ間の空間雑音相関が既知であるとき、単一アンテナ構成と二重アンテナ
構成との間のアンテナ利得を比較する第１の例示的な方式を示す論理的流れ図である。
【図５】異なる空間雑音相関条件下で異なるモード（例えば、単一アンテナ構成及び二重
アンテナ構成）間のアンテナ利得を評価する様々な例示的な方式を示す論理的流れ図であ
る。
【図６】異なる空間雑音相関条件下で異なるモード（例えば、単一アンテナ構成及び二重
アンテナ構成）間のアンテナ利得を評価する様々な例示的な方式を示す論理的流れ図であ
る。
【図７】異なる空間雑音相関条件下で異なるモード（例えば、単一アンテナ構成及び二重
アンテナ構成）間のアンテナ利得を評価する様々な例示的な方式を示す論理的流れ図であ
る。
【図８】モバイル無線ユーザ機器の一実施形態を示す機能ブロック図である。
【図９】モバイル機器のための無線受信機動作の適応性調整をサポートするように構成さ
れたネットワーク装置の一実施形態を示す機能ブロック図である。
【００３２】
　全ての図は、２０１２年に作成され、２０１３年に最終更新されたものであり、その全
ての著作権はＡｐｐｌｅ　Ｉｎｃ．が保持している。
【発明を実施するための形態】
【００３３】
　ここで図面を参照するが、全体を通して、同様の番号は同様の部分を指す。
【００３４】
　概要
　いわゆる受信器ダイバーシティ技法が、受信パフォーマンスを向上させるために、いく
つかの無線ネットワーク規格（例えば、ユニバーサル移動体通信システム（ＵＭＴＳ）、
ロングタームエボリューション（ＬＴＥ）、ワイヤレスマイクロウェーブアクセス（Ｗｉ
Ｍａｘ）など）において広く使われている。ダイバーシティ動作中に、ユーザ機器（ＵＥ
）などのモバイル機器は、送信を２つ以上の異なった通信チャネルを介して受信し、異な
った通信チャネルのそれぞれでは、異なるフェージング及び干渉の影響が発生する。異な
った通信チャネルからの送信を結合することにより、ダイバーシティ動作は、フェージン
グ及び干渉影響を補正することができ、これにより、機器による受信が大幅に向上する。
【００３５】
　残念ながら、ダイバーシティ技法では、非ダイバーシティ動作よりも顕著に多くの電力
を消費する。しかしながら、受信器ダイバーシティによるパフォーマンス利得は、必ずし
も予測可能というわけではない。その結果として、１つの開示する実施形態では、機器は
、ダイバーシティ動作に寄与される全体的なパフォーマンス利得を評価し、パフォーマン
ス利得が微々たるものであるか、又は、不適当である場合、機器は、ダイバーシティ動作
を無効にする。
【００３６】
　例示的な一実施形態では、受信器機器は、１組の第１及び第２の条件に基づいて、静的
単一アンテナ状態と２つの動的状態との間で遷移するように構成される。具体的には、モ
バイル機器が相対的に小さい利用で高品質チャネル状態で動作中である場合、モバイル機
器は、静的単一アンテナ状態で動作することができ、そうでない場合には、モバイル機器
は、いくつかのメトリックを評価して、ダイバーシティ動作がその電力消費の増大を正当
化する十分な利得を提供するかどうか判定することになる。
【００３７】
　例示的実施形態の説明
　ここで、例示的な実施形態を詳細に説明する。これらの実施形態は、限定するものでは
ないが、第３世代（３Ｇ）ユニバーサル移動体通信システム（ＵＭＴＳ）無線ネットワー
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ク、ロングタームエボリューション（ＬＴＥ）無線ネットワーク、他の第４世代（４Ｇ）
又はＬＴＥアドバンスト（ＬＴＥ－Ａ）無線ネットワークを含めた、セルラーネットワー
クのコンテキストで主として論じられるが、当業者には、本開示がそれらに限定されるも
のではないことが認識されるであろう。実は、本記載の原理は、ダイバーシティ動作中の
受信器動作の適応調整から恩恵を受けることができる任意の無線ネットワークにおいて有
用であるとともに容易に適応される。
【００３８】
　方法
　図１Ａは、ダイバーシティ動作中に受信器動作を適応調整するための一般的な方法１０
０の一実施形態を例示する。
【００３９】
　端的に言うと、アンテナダイバーシティ方式を受信器動作及び送信機動作の両方におい
て実行することができる。一般的に、ダイバーシティ動作は、ＳＩＳＯ（Ｓｉｎｇｌｅ　
Ｉｎｐｕｔ、Ｓｉｎｇｌｅ　Ｏｕｔｐｕｔ）、ＭＩＭＯ（Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｉｎｐｕｔ
、Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｏｕｔｐｕｔ）、ＳＩＭＯ（Ｓｉｎｇｌｅ　Ｉｎｐｕｔ、Ｍｕｌｔ
ｉｐｌｅ　Ｏｕｔｐｕｔ）、及びＭＩＳＯ（Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｉｎｐｕｔ、Ｓｉｎｇｌ
ｅ　Ｏｕｔｐｕｔ）と分類される。更に、機器が複数のアンテナを有する場合に、機器が
アンテナのサブセットをイネーブルしさえすればよいと更に認識されている。例えば、３
つのアンテナを有する機器では、機器は、単一アンテナに、３つのアンテナのうちの２本
、又はアンテナの全て限定されたモードをサポートすることができる。実は、初期の機器
実行例は、４本以上のアンテナを含むものであり、今後の機器は、（以下で説明する原理
とも適合する）アンテナダイバーシティ方式を更に拡張するだけでよい。
【００４０】
　方法１００のステップ１０２にて、機器は、１つ以上の所定の条件に基づいて、静的動
作又は動的ダイバーシティ動作が必要であるかどうか判定する。例示的な一実施形態では
、機器は、とりわけ、（例えば、チャネル品質表示（ＣＱＩ）、信号対雑音比（ＳＮＲ）
、受信信号強度表示（ＲＳＳＩ）、などのうちの１つ以上を介して）チャネル条件、及び
、リソース割り当て（例えば、予定されたデータ転送など）を評価する。機器が高品質チ
ャネル（例えば、良好なＣＱＩ）及び相対的に低いリソース割り当て（例えば、Ｎｏｄｅ
Ｂスケジュール比率）の両方を有する場合、機器には、受信器ダイバーシティの更なるパ
フォーマンス利得は不要であり、したがって、機器は、単一受信アンテナモードで静的に
動作することができる。
【００４１】
　より一般的には、特定の条件が特定のダイバーシティ動作の明確な理論的根拠を提供す
ることが認識されている。例えば、無線環境が高品質であり、データ転送速度が相対的に
低い場合、ダイバーシティ動作は、電力消費の増大を正当化するのに十分なパフォーマン
スの向上を提供しないことになる。他の実施例では、無線環境が高品質であり、データ転
送速度が非常に高い場合、利用可能な最大ダイバーシティ方式を使用することができる。
１つ以上の検討事項が顧客優先事項に基づく場合があることが、関連した当技術分野の当
業者により更に認識されている。例えば、顧客は、高パフォーマンス化、又は、あるいは
電力消費の改善が得られるように最適化するのを好む場合がある。
【００４２】
　例示的な一実施形態では、前出の判定を定期のリンク評価の一環として実行する。一部
の変形例では、リンク評価を周期的に実行することができる。他の共通の実施形態では、
リンク評価を非周期的に実行することができ、非周期的方式の共通の実施例には、ご都合
主義的に、イベントトリガ式、ユーザトリガ式、及びアプリケーショントリガ式などが含
まれるが、これらに限定されない。
【００４３】
　ステップ１０２を再び参照すると、機器が静的動作が問題のないと結論づけた場合、機
器は、静的動作に向けて自己構成し、方法１００は、終了する（又は、あるいは、次のリ



(9) JP 6262155 B2 2018.1.17

10

20

30

40

50

ンク評価までステップ１０２に戻る）。機器が動的ダイバーシティ動作が必要であると結
論づけた場合、機器は、方法１００のステップ１０４に進む。
【００４４】
　方法１００のステップ１０４にて、機器は、１つ以上のダイバーシティ構成のパフォー
マンス及び対応する電力消費を推定する。例示的な一実施形態では、機器は非ダイバーシ
ティ動作（唯一の受信及び／又は送信）及びダイバーシティ動作のパフォーマンスを計算
する。他の実施形態では、比較は、様々なダイバーシティ構成（例えば、３つの通信チャ
ネルのうちの２つ対３つの通信チャネルのうちの３つなど）間とすることができる。
【００４５】
　一変形例では、電力消費をそれぞれのダイバーシティ構成について推定する。例えば、
それぞれのダイバーシティ構成の電力消費は事前に（例えば、製造試験、概算などを介し
て）判定することができる。あるいは、電力消費を動作中に直接に測定して、分析に使用
し及び／又は今後の参考のために記憶することができる。
【００４６】
　パフォーマンスを、更に、測定された誤り率に基づいて推定することができる。測定さ
れた誤り率の一般的な実施例として、例えば、ビット誤り率（ＢＥＲ）、ブロック誤り率
（ＢＬＥＲ）、パケット誤り率（ＰＥＲ）などがある。特定の実施形態では、パフォーマ
ンスを中間計算に基づいて推定する。中間計算の一般的な実施例としては、例えば、共分
散行列、例えば、レイク処理、ダイバーシティ重み付け率などからの中間結果を挙げるこ
とができる。
【００４７】
　方法１００のステップ１０６にて、機器は、推定に基づいてダイバーシティ構成を選択
する。例示的な実施形態におけるこの選択では、利用可能なダイバーシティ構成の１つ以
上のパフォーマンス及び／又は電力消費関連の属性を評価する。この評価は、数学的な比
較又は評価（例えば、電力消費を最適化するようにダイバーシティ構成の「インテリジェ
ント」選択を行うように１つ以上の数学的な関数を属性に適用すること）を含むことがで
きる。
【００４８】
　図示するように、方法１００は、ステップ１０６の終わりにて終了するが、様々な実施
形態が繰り返しループで動作するようにステップ１０２に戻ることができることが認識さ
れる。更に他の実施形態は、反復するステップが望まれるかどうか、又は、プロセスが適
切に終了することができるかどうか判定することができる。
【００４９】
　図１Ｂは、ダイバーシティ動作中に受信器動作を適応調整するための一般的な方法１１
０の別の実施形態を例示する。
【００５０】
　方法１１０のステップ１１２にて、機器は、１つ以上の所定の条件に基づいて、静的動
作又は動的ダイバーシティ動作が必要であるかどうか判定する。上記のように、例示的な
一実施形態では、機器は、とりわけ、（例えば、チャネル品質表示（ＣＱＩ）、信号対雑
音比（ＳＮＲ）、受信信号強度表示（ＲＳＳＩ）などの１つ以上を介して）チャネル条件
、及び、リソース割り当て（例えば、予定されたデータ転送など）を評価する。機器が高
品質チャネル（例えば、良好なＣＱＩ）及び相対的に低いリソース割り当て（例えば、Ｎ
ｏｄｅＢスケジュール比率）の両方を有する場合、機器には、受信器ダイバーシティの更
なるパフォーマンス利得は不要であり、したがって、機器は、単一受信アンテナモードで
静的に動作することができる。
【００５１】
　上記のように、前出の判定を定期のリンク評価の一環として実行することができる。一
部の変形例では、リンク評価を周期的に実行することができる。他の実施形態では、リン
ク評価を非周期的に実行することができ、非周期的方式の共通の実施例には、ご都合主義
的に、イベントトリガ式、ユーザトリガ式、及びアプリケーショントリガ式などが含まれ
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るが、これらに限定されない。
【００５２】
　ステップ１１２を再び参照すると、機器が静的動作が問題のないと結論づけた場合、機
器は、静的動作に向けて自己構成し、方法１１０は、終了する（又は、あるいは、次のリ
ンク評価までステップ１１２に戻る）。機器が動的ダイバーシティ動作が必要であると結
論づけた場合、機器は、方法１１０のステップ１１４に進む。
【００５３】
　方法１１０のステップ１１４にて、機器は、１つ以上のダイバーシティ構成のパフォー
マンス及び対応する電力消費を推定する。例示的な一実施形態では、機器は非ダイバーシ
ティ動作（唯一の受信及び／又は送信）及びダイバーシティ動作のパフォーマンスを計算
する。他の実施形態では、比較は、様々なダイバーシティ構成（例えば、３つの通信チャ
ネルのうちの２つ対３つの通信チャネルのうちの３つなど）間とすることができる。
【００５４】
　図１Ｂの方法の一変形例では、電力消費をそれぞれのダイバーシティ構成について推定
する。例えば、それぞれのダイバーシティ構成の電力消費は事前に（例えば、製造試験、
概算などを介して）判定することができる。あるいは、電力消費を動作中に直接に測定し
て、分析に使用し及び／又は今後の参考のために記憶することができる。
【００５５】
　先述したように、パフォーマンスを、例えば、ビット誤り率（ＢＥＲ）、ブロック誤り
率（ＢＬＥＲ）、パケット誤り率（ＰＥＲ）などの測定された誤り率に基づいて推定する
こともできる。特定の実施形態では、パフォーマンスを、例えば、共分散行列、例えば、
中間結果からのレイク処理、ダイバーシティ重み付け率などの中間計算に基づいて推定す
る。
【００５６】
　方法１１０のステップ１１６にて、機器は、利用可能なダイバーシティ構成のパフォー
マンス及び電力消費を比較する。例示的な一実施形態では、比較は、第１のダイバーシテ
ィ構成の第１のチャネル品質表示（ＣＱＩ）を第２のダイバーシティ構成に対応する第２
のＣＱＩと比較することを含む。
【００５７】
　一実施形態では、比較は、パフォーマンス間の数学的な差を含む。あるいは、他の実施
形態では、比較は比率を含む。更に他の実施形態では、比較は様々なダイバーシティ構成
の重み付き分析であり、重みは、重要性に基づく様々なパラメータ、例えば、電力消費、
パフォーマンス、スイッチングヒステリシス、プロセッサ負担などによるものとみなす。
【００５８】
　方法１１０のステップ１１８にて、機器は、推定に基づいてダイバーシティ構成を選択
する。特定の実施形態では、機器は、手順を繰り返して様々なダイバーシティ条件を連続
的に監視して順応することを実行し続けることができる。
【００５９】
　例示的動作
　以下で論じる内容では、それぞれがセルサイト又は基地局（ＢＳ）として知られる送信
局によってサービスが提供される無線セルのネットワークを含むセルラー無線方式につい
て説明する。この無線ネットワークは、複数のユーザ機器（ＵＥ）送受信機に、無線通信
サービスを提供する。協調して機能するＢＳのネットワークは、単一のサービス提供ＢＳ
によって提供される無線有効範囲よりも大きい、無線サービスを可能にする。個々のネッ
トワークは、コアネットワークに接続され、このコアネットワークは、リソース管理のた
めの、また一部の場合には、他のネットワークシステム（インターネット、他のセルラー
ネットワークなど）へのアクセスのための、追加的なコントローラを含む。
【００６０】
　図２は、幾つかの基地局（ＢＳ）２２０によって提供される無線アクセスネットワーク
（ＲＡＮ）の有効範囲内で動作しているユーザ機器（ＵＥ）２１０を有する、１つの例示
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的なロングタームエボリューション（ＬＴＥ）セルラーネットワーク２００を示す。ＬＴ
Ｅ基地局は、一般的に「拡張ＮｏｄｅＢ」（ｅＮＢ）と呼ばれる。無線アクセスネットワ
ーク（ＲＡＮ）は、モビリティ管理エンティティ（ＭＭＥ）及びサービングゲートウェイ
（Ｓ－ＧＷ）などの他のネットワーク要素とのインターフェースとともにｅＮＢの集合体
である。ユーザは、ＵＥを介してＲＡＮにインターフェースするが、このＵＥは、多くの
典型的な使用ケースでは、携帯電話又はスマートフォンである。しかしながら、本明細書
で使用するとき、「ＵＥ」、「クライアント機器」、及び「ユーザ機器」という用語には
、セルラー電話機、スマートフォン（例えば、本出願の譲受人によって製造されるｉＰｈ
ｏｎｅ（商標）など）、デスクトップ、ラップトップ、その他を問わず、パーソナルコン
ピュータ（ＰＣ）及びミニコンピュータ、並びにハンドヘルドコンピュータ、ＰＤＡ、例
えば、パーソナルメディア機器（ＰＭＤ）などのモバイル機器、又はこれらの任意の組み
合わせが挙げられるが、これらに限定されない。
【００６１】
　ｅＮＢ　２２０のそれぞれは、例えば、広帯域アクセスを介して、コアネットワーク２
３０に直結される。更に、一部のネットワークでは、ｅＮＢは、２次のアクセスを介して
お互いと調整することができる。コアネットワークは、ルーティング能力及びサービス能
力の双方を提供する。例えば、第１のｅＮＢに接続された第１のＵＥは、コアネットワー
クを通じたルーティングを介して、第２のｅＮＢに接続された第２のＵＥと通信すること
ができる。同様に、ＵＥは、コアネットワークを介して、他のタイプのサービス、例えば
、インターネットにアクセスすることができる。
【００６２】
　図３をここで参照すると、例示的な一実施形態では、ＵＥは、ダイバーシティ動作中に
受信器動作を適応調整する。図３は、１つの例示的なステートマシン３００を例示する。
図示するように、例示的なステートマシン３００は、３つの状態、即ち、（ｉ）静的単一
アンテナ状態３０２、（ｉｉ）動的単一アンテナ状態３０４、及び（ｉｉｉ）動的二重ア
ンテナ状態３０６を含む。以下では主として２アンテナシステムのコンテキストにおいて
論じるが様々な説明する原理が任意の数のリソース（例えば、アンテナ）を有するシステ
ムに拡張可能であることが認識されるであろう。
【００６３】
　例示するステートマシン３００は、以下の第１の条件（ＣＩＡ、ＣＩＢ）、即ち、（ｉ
）チャネル品質表示（ＣＱＩ）が、ＣＱＩ閾値を下回るか（ＣＱＩRXD＜ＴＨCQI）、又は
、（ｉｉ）ＮｏｄｅＢに予定されたリソース（高速共有制御チャネル成功率に基づく）が
リソース利用成功率閾値を下回るか（予定されたリソース＞＝ＴＨHS-SCCH）のどちらか
が真である場合に静的単一アンテナ状態３０２と動的状態（３０４、３０６）の間で遷移
するように構成される。動的状態（３０４、３０６）内で、モバイル機器は、第２のセッ
ト条件に基づいて、単一アンテナ動作と二重アンテナ動作との間で切り替わる。その他の
場合、つまり、第１の条件の両方とも満たされるというわけではない場合、モバイル機器
は、相対的に小さい利用で高品質チャネル条件において動作しており、かつ、静的単一ア
ンテナ状態で動作することができる。
【００６４】
　代替実施形態では、リソース利用を直接にＮｏｄｅＢに予定されたリソース（例えば、
図３のＣＩＢ）に基づくことの代わりに（又は、これに加えて）、モバイル機器は、例え
ば、最近の使用量に基づいてリソース利用を推論する（又は、トラフィックを検出する）
ことができる。例えば、図３Ａは、１つの例示的なタイマーを基本とするＨＳＤＰＡトラ
フィック検出方式３５０を例示する。図３Ａの例示的な状態図は送信時間周期（ＴＴＩ）
毎にデータスケジューリングのために評価するように構成されるが、当業者は、代替実施
形態を複数のＴＴＩ（例えば、ＸデータサブフレームがＹ　ＴＴＩにわたって予定される
場合、リソース利用は高い）又は更に他の方式について一般化することができることを容
易に認識するであろう。
【００６５】
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　図３Ａに示すようにデータサブフレームが予定されている３５２のときはいつでも、こ
の実施形態のモバイル機器は、アクティビティタイマーを開始する。タイマーが稼動して
いる間に別のデータサブフレームが予定されている場合、モバイル機器は、タイマー３５
４を再稼動させ、その他の場合、つまり、タイマーが３５６を満了することが許容される
場合、モバイル機器は、遷移して低いリソース利用に戻る。タイマーが稼動している間、
モバイル機器は、使用量が高い（例えば、高いＨＳＤＰＡ（高速ダウンリンクパケットア
クセス）データスケジューリング負荷（状態３５８））とみなすことになり、逆に、タイ
マーが稼動していないとき、モバイル機器は、使用量が低い（例えば、低いＨＳＤＰＡデ
ータスケジューリング負荷（状態３６０））とみなすことになる。ＨＳＤＰＡトラフィッ
ク検出方式の結果は、静的単一アンテナ状態３０２と動的状態（３０４、３０６）の間で
遷移するべきかどうかについて判定する際に使用され、すなわち、チャネル品質表示（Ｃ
ＱＩ）がＣＱＩ閾値を下回るか（ＣＱＩRXD＜ＴＨCQI）、又は、ＨＳＤＰＡデータスケジ
ューリングが高い場合、モバイル機器は、動的動作に遷移する。
【００６６】
　図３及び３Ａの技法は、アプリケーションにより望まれる又は命令されるように、単独
で、独立して／交互に、又は、お互いに合わせて使用することができることが認識される
であろう。例えば、例示的な方式のうちの１つでは、技法の１つを他方を対象とする「サ
ニティーチェック」として、又は、不一致を検出するように使用することができる。２つ
の技法をより適切なときに選択的に適用することができ、例えば、ＮｏｄｅＢを基本とす
る手法は、ＮｏｄｅＢが利用可能で必要な情報を提供するように構成されるときに使用す
ることができ、推論的手法は、このような情報が理由が何であれ利用可能でないときに使
用することができる。図３及び３Ａの手法の１つ又は両方の使用を対象とした多数の他の
組み合わせ又は方式が、本開示が示された当業者により認識されるであろう。
【００６７】
　図３の動的単一アンテナ状態３０４及び動的二重アンテナ状態３０６を再び参照すると
、モバイル機器は、以下の第２の条件（Ｃ２Ａ、Ｃ２Ｂ）、（ｉ）顕著なアンテナ利得が
あるか（ΔＣＱＩ＞ＴＨΔCQI）、又は、（ｉｉ）動的単一アンテナの最少ＣＱＩが問題
のない閾値を下回ったか（ＣＱＩNORXD＜ＴＨMINCQI）のどちらかが真である場合に動的
二重アンテナダイバーシティ状態３０６を切り替えるか、又は、動的二重アンテナダイバ
ーシティ状態３０６のままとなる。そうでない場合には、モバイル機器は、動的単一アン
テナ状態内で動作することができる（即ち、動的二重アンテナ状態は、顕著なアンテナ利
得がある場合、又は、単一アンテナが不十分なパフォーマンスを有する場合にのみ有用で
ある）。
【００６８】
　更に、ステートマシンは、動的に評価して、タイマーに従って動的状態（３０４、３０
６）間で遷移する。タイマーが満了したとき、ステートマシンは、第２の条件（Ｃ２Ａ、
Ｃ２Ｂ）を再評価して、適切な状態（単一アンテナ又は二重アンテナ）を判定する。
【００６９】
　静的単一アンテナ状態３０２中、モバイル機器は、ダイバーシティと非ダイバーシティ
動作との間のパフォーマンス差を評価しない。これとは対照的に、動的単一アンテナ状態
３０４及び動的二重アンテナ状態３０６の両方では、単一アンテナと二重アンテナ動作（
Ｃ２Ａ）との間のパフォーマンスの差を推定する。既存のダイバーシティ受信器が異なっ
たダイバーシティモードではパフォーマンスを正確に比較することができないことは、特
に注目に値する。
【００７０】
　したがって、２つのソリューションを以下提示するが、適切なソリューションをアンテ
ナ間の既知の（又は未知の）空間相関に基づいて選択する。空間雑音相関は、両方のアン
テナにわたって相関する雑音の量であり、ρ（それぞれのアンテナのチャネル推定値の比
率：ρ＝ｈ1／ｈ2）及びβ（雑音の空間相関：β＝Ｅ｜ｚ0ｚ1

*｜）の関数として特徴づ
けることができる。明瞭さを期すために、ダイバーシティ動作の空間相関について論じる
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内容は、本契約の付属書Ａに提示したが、この付属書Ａは、全体が参照により本明細書に
組み入れられる。
【００７１】
　空間雑音相関ありのアンテナ利得の比較
　図４は、アンテナ間の空間雑音相関が既知であるとき、単一アンテナ構成と二重アンテ
ナ構成との間のアンテナ利得を比較する１つの例示的な方式４００を示す。
【００７２】
　ステップ４０２にて、受信器ダイバーシティをイネーブルし、ρ及びβの対応する値を
計算する（即ち、ρはそれぞれのアンテナのチャネル推定値の比率：ρ＝ｈ1／ｈ2であり
、βは、雑音の空間相関：β＝Ｅ｜ｚ0ｚ1

*｜であり、βは、受信信号及び推定されたチ
ャネル行列の相関マトリクスから計算することができる。特定の受信器形式（例えば、形
式３ｉ）が、そのような中間要素を提供することができる。ステップ４０４にて、二重ア
ンテナの受信器利得を計算する。ｎ個のタップを有する二重アンテナシステムについては
、二重アンテナ利得は、
【００７３】

　に等しく、式中、ρnは、ｎ番目のタップのチャネル推定値の比率である。
【００７４】
　ステップ４０６Ａにて、機器が単一のタップで動作している場合、結果として得られる
二重アンテナ利得を単一タップ閾値と比較する。あるいは、機器が複数のタップで動作し
ている場合、結果として得られる二重アンテナ利得をマルチタップ基準（例えば、閾値）
と比較する（ステップ４０６Ｂ）。閾値が満たされない場合、第２の条件は、不合格にな
ったので（ステップ４０８）、即ち、二重アンテナ構成からの受信器パフォーマンス利得
は顕著ではない。閾値が満たされる、つまり、超えた場合、第２の条件は、合格したので
ある（ステップ４１０）。第２の条件の結果を図３の方法に返す（ステップ３０４）。
【００７５】
　一部の変形例では、顕著なエネルギーを有するチャネルタップのみを検討する必要があ
る。特定の変更形態では、レイク受信器動作に基づいてこの情報を受信することができる
（例えば、動作中、レイク受信器は、「ロック」を１つ以上のフィンガー上に示すことが
できる）。一般的な経験則として、単一アンテナ利得と二重アンテナ利得を比較するとき
、ダイバーシティ利得を３ｄＢ（即ち、２Ｘの改善）として概算することができるが、実
行例固有の詳細では、実際の経験によるパフォーマンス利得が損われる場合がある。
【００７６】
　空間雑音相なしのアンテナ利得の比較
　図５をここで参照すると、アンテナ間の空間雑音相関がわからないとき、単一アンテナ
構成と二重アンテナ構成との間のアンテナ利得を比較する１つの例示的な方式５００が例
示されている。
【００７７】
　方法５００のステップ５０２にて、受信器ダイバーシティをイネーブルし、ＣＱＩ（Ｃ
ＱＩRXD）を計算する。動的単一アンテナ動作中にＣＱＩの以前に計算された値は、指定
された時間周期（ＴCQINORXD_VALID）に有効とすることができる。単一アンテナ動作のた
めのＣＱＩ値がまだ有効である場合、プロセスは、方法５００のステップ５０４に流れる
。ステップ５０４にて、単一アンテナと二重アンテナとの間のＣＱＩの差を計算して（Δ
ＣＱＩ＝ＣＱＩRXD－ＣＱＩNORXD）、結果を図３の方法にフィードバックする（ステップ
３０４）。
【００７８】
　あるいは、動的単一アンテナ動作に基づいてＣＱＩのための以前に計算された値がない
場合、（あるいは、妥当性に関する時間周期が満了した場合）、受信器は、イコライザー
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タップエネルギーの比率（｜ｗ2｜／｜ｗ1｜）に基づいて、動的単一アンテナ動作のパフ
ォーマンスを推定することができる（ステップ５０６）。ここで（｜ｗ1｜）は、一般的
にｗ1（例えば、「ｗ1のＬ２－ノルム」ともいう）のエネルギーを表す。特定の他の実施
形態では、他の測定値を等しい成功例で代用してもよい（例えば、計算簡潔さを期すため
に、いわゆる「Ｌ１－ノルム」を代わりに使用してもよい）。処理能力及び時間に基づい
て、受信器は、１次アンテナ（又は、別の限定された１組の選択されたアンテナ）サンプ
ルのみからＣＱＩを計算することにより単一アンテナのＣＱＩに概算を実行する（ステッ
プ５０８）か、又は、推定されたチャネル行列及び二重アンテナ（ＣＱＩRXD）計算のＣ
ＱＩから中間結果があればより正確な推定を取得する（ステップ５１０）。
【００７９】
　上記の更に他の変更形態が可能な場合がある。例えば、ＣＱＩは、動的単一アンテナ動
作内で実行された最終ＣＱＩ測定結果に基づいて計算することができる。代替実施形態で
は、単一アンテナ動作のＣＱＩは、断続的な送信された（ＤＴＸ）サブフレーム中に判定
することができる。更に他の実施形態では、チャネルがゆっくりフェードしている場合、
受信器は、単一二重アンテナＣＱＩ及び二重アンテナＣＱＩの測定結果を組み合わせるこ
とができる。更に他の実施形態では、プロセッサは、ダイバーシティ受信器パフォーマン
ス計算において既存のメトリック（例えば、共分散行列、１次アンテナのチャネルの推定
値など）を再利用できるとすることができる。更に他の最適化（例えば、チップレベル畳
込みなどよりもむしろ記号レベル畳込み）が、より複雑な場合がある。
【００８０】
　更に、更なるレベルの簡素化を同様に代用することができる。図６をここで参照すると
、受信器は、ステップ５１０を省いて、その代わりに、（ＣＱＩNORXDの概算である）単
一分岐部のＣＱＩを計算する。単一分岐部のＣＱＩは、１次アンテナからのイコライザー
係数及びデータサンプルから計算することができる。結果的に得られた単一の分岐ＣＱＩ
を使用して、パフォーマンスの差を判定し、結果を図３の方法にフィードバックする（ス
テップ３０４）。
【００８１】
　同様に、図７の実施形態では、全体的に推定を完全に省いて、イコライザータップエネ
ルギーの比率（｜ｗ2｜／｜ｗ1｜）に基づいて単独にパフォーマンス利得を判定する。
【００８２】
　装置
　図８をここで参照すると、例えば、ダイバーシティパフォーマンスに基づいて受信器ダ
イバーシティ動作を調整する例示的なユーザ機器８００が例示されている。本明細書で使
用するとき、用語「ユーザ機器」は、セルラー電話、スマートフォン（例えば、ｉＰｈｏ
ｎｅ（商標）など）、無線対応タブレット機器（例えば、ｉＰａｄ（商標）など）、又は
これらの任意の組み合わせを含むが、これらに限定されない。本明細書では１つの特定の
機器構成及びレイアウトを示すとともに論じるが、本開示が与えられることで、当業者に
よって、多くの他の構成が容易に実装可能であり、図８の装置８００は、本記載のより広
範な原理の単なる例示であることが認識されよう。
【００８３】
　図８の装置８００は、１つ以上のラジオアンテナ８０２と、ＲＦスイッチ８０４と、Ｒ
Ｆフロントエンド８０６と、送受信機８０８と、プロセッサ８１０と、コンピュータ可読
メモリ８１２とを含む。
【００８４】
　ベースバンド処理サブシステム８１０は、マイクロプロセッサ、デジタル信号プロセッ
サ、フィールドプログラマブルゲートアレイ、ＲＩＳＣコア、又は１つ以上の基板上に搭
載された複数の処理構成要素などの、中央処理装置（ＣＰＵ）又はデジタルプロセッサの
うちの１つ以上を有する。このベースバンド処理サブシステムは、例えば、ＳＲＡＭ、Ｆ
ＬＡＳＨ、ＳＤＲＡＭ、及び／又はＨＤＤ（ハードディスクドライブ）構成要素を含み得
る、コンピュータ可読メモリ８１２に結合される。本明細書で使用するとき、「メモリ」
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という用語は、ＲＯＭ、ＰＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ、ＤＲＡＭ、ＳＤＲＡＭ、ＤＤＲ／２　
ＳＤＲＡＭ、ＥＤＯ／ＦＰＭＳ、ＲＬＤＲＡＭ、ＳＲＡＭ、「フラッシュ」メモリ（例え
ば、ＮＡＮＤ／ＮＯＲ）、及びＰＳＲＡＭを含むが、これらに限定されない、デジタルデ
ータを格納するように構成されている任意の種類の集積回路又はその他の記憶装置を含む
。処理サブシステムはまた、専用グラフィックアクセラレータ、ネットワークプロセッサ
（ＮＰ）、オーディオ／ビデオプロセッサなどの追加のコプロセッサも含み得る。図示の
ように、処理サブシステム８１０は、ディスクリート構成要素を含むが、いくつかの実施
形態において、これらのディスクリート構成要素は、ＳｏＣ（システム・オン・チップ）
構成で統合又は構築し得ることが理解される。
【００８５】
　処理サブシステム８１０は、１つ以上のデータストリームをＲＦアセンブリ（例えば、
ラジオアンテナ８０２、ＲＦスイッチ８０４、ＲＦフロントエンド８０６及び無線送受信
機８０８）から受信するようになっている。ＲＦアセンブリは、例えば、ロングタームエ
ボリューション（ＬＴＥ）規格など無線規格での動作向けに構成される。ＲＦアセンブリ
は、単一アンテナを介した、又は、マルチアンテナダイバーシティ方式を介した動作向け
に更に構成される。
【００８６】
　図９をここで参照すると、モバイル機器の無線受信器動作の適応調整を支援する例示的
なネットワーク（例えば、基地局）装置９００が例示されている。本明細書で使用すると
き、「基地局」という用語は、マクロセル、マイクロセル、フェムトセル、ピコセル、ワ
イヤレスアクセスポイント、又はこれらの任意の組み合わせを含むがこれらに限定されな
い。１つの特定の機器構成及びレイアウトを示すとともに論じるが、本開示が与えられる
ことで、当業者によって、多くの他の構成が容易に実装可能であり、図９の装置９００は
、本記載のより広範な原理の単なる例示であることが認識されよう。
【００８７】
　処理サブシステム９０２は、中央処理装置（ＣＰＵ）、又は、マイクロプロセッサ、デ
ジタル信号プロセッサ、フィールドプログラマブルゲートアレイ、ＲＩＳＣコア、若しく
は、１つ以上の基板上に搭載された複数の処理構成要素などの、デジタルプロセッサのう
ちの１つ以上を有する。処理サブシステムは、例えば、ＳＲＡＭ、ＦＬＡＳＨ、ＳＤＲＡ
Ｍ、及び／又はＨＤＤ（ハードディスクドライブ）構成要素を含み得る、メモリ９０４な
どの永続的なコンピュータ可読記憶媒体に連結されている。処理サブシステムは、追加の
コプロセッサも含み得る。処理サブシステム９０２は、ディスクリート構成要素を有する
が、一部の実施形態では、これらのディスクリート構成要素は、ＳｏＣ（システム・オン
・チップ）構成で統合又は構築し得ることが理解される。
【００８８】
　装置９００は、モバイル機器との間で送信（接続要求反応を含む）を送受信するように
構成される１つ以上の無線インターフェース９０６を更に含む。例示的な一実施形態にお
いて、無線インターフェースは、１つ以上のアンテナ及びベースバンドプロセッサを含む
ロングタームエボリューション（ＬＴＥ）送受信機を有する。
【００８９】
　断続的な受信中に受信器動作を適応調整する無数の他の方式が、本開示が与えられる当
業者により認識されるであろう。
【００９０】
　特定の実施形態が特定の方法の具体的なステップのシーケンスの観点から説明されてい
るが、これらの説明は、本開示のより広範な方法の例示に過ぎないものであり、具体的な
適用によって、必要に応じて修正することができる点が認識されるであろう。特定のステ
ップは、特定の状況下では、不必要又は任意選択とすることができる。更には、特定のス
テップ又は機能性を、開示される実施形態に追加することができ、あるいは２つ以上のス
テップの実行の順序を、置き換えることもできる。全てのそのような変更形態は、本明細
書で開示され特許請求される、本開示の原理内に包含されるとみなされる。
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【００９１】
　上記の詳細な説明では、様々な実施形態に適用されるような新規の特徴を示し、説明し
、指摘しているが、例示された機器又はプロセスの形態及び詳細の様々な省略、置換、並
びに変更を、開示する原理から逸脱することなく当業者によって実施することができる点
が理解されるであろう。上述の説明は、現時点で想到される最良の実施態様の説明である
。本説明は、限定することを決して意図するものではなく、むしろ、一般的原理の例示と
して解釈されるべきである。本開示の範囲は、特許請求の範囲に準拠して決定されるべき
である。
【００９２】
　添付書類Ａ
　全ての図は、２０１２年に作成され、２０１３年に最終更新されたものであり、その全
ての著作権はＡｐｐｌｅ　Ｉｎｃ．が保持している。
【００９３】
　アンテナダイバーシティを説明するとき、特定の用語及び表現が使用されている。詳し
くは、式１において説明するように、受信信号（ｙn）は、チャネル行列（Ｈ）に有する
入力信号（ｘn）を掛け、相加性雑音（ｚn）を加えたものに等しい。
【００９４】
式１：

【００９５】
　２つのアンテナを有するシステムを検討する。Ｌkタップ及び２つのアンテナを有する
チャネルのチャネル行列Ｈの形態は、以下である。
【００９６】

【００９７】
　更に、入力信号が正規化され（即ち、Ｅ｜ｘi｜

2＝１）、ｙnが相加性雑音も正規化さ
れるようにスケーリングされ、（即ち、Ｅ｜ｚi｜

2＝１）、時間的相関がない場合、２つ
のアンテナの空間雑音相関（β）は、式２により更に表すことができる。
【００９８】
式２：

【００９９】
　このフレームワークにおいて、不偏最小平均二乗誤差（ＭＭＳＥ）推定値及びダイバー
シティ経路の信号対雑音比（ＳＮＲ）を式３、４、５により表すことができる。
【０１００】
式３：
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式５：

　式中、Δはイコライザー遅延を表し（単一タップチャネルでは０）、ＨΔ+1は、チャネ
ル行列Ｈ（Δ＋１）番目のＨ列ベクトルである。
【０１０１】
　受信器ダイバーシティに起因する処理利得は、式６により表すことができる。
【０１０２】
式６：

【０１０３】
　単一のタップ（即ち、Δ＝０）を実装するだけである受信器については、以下にこれを
更に簡素化することができる。
【０１０４】
式７：
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